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情報通信技術機器利用者における自然災害時に想定される

情報収集手段の特徴
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目的 自然災害時において，情報通信技術（ICT）機器を用いることで，迅速に多様な情報を収集

できる。本研究では性別・年齢階級別の ICT 機器利用状況を示し，ICT 機器利用者における

自然災害時に想定される情報収集の特徴を明らかにすること，インターネットを介した情報収

集手段に関連する人口統計学的要因を解明することを目的とした。

方法 東京都府中市の18歳以上の住民21,300人を対象に郵送調査を実施した。ICT 機器は，パソコ

ン，スマートフォン，タブレット端末，携帯電話の利用状況を調査し，いずれかの機器を利用

する者を ICT 機器利用者とした。自然災害時に想定される情報収集手段として，テレビ，ラ

ジオ，インターネット検索，緊急速報メール，防災行政無線，行政機関のホームページ，近隣

住民，家族，友人から該当するものをすべて選択してもらった。このうち，インターネット検

索，緊急速報メール，行政ホームページを，インターネットを介した情報収集手段とした。

ICT 機器利用割合の性差と年齢階級差ならびにインターネットを介した情報収集手段に関連

する人口統計学的要因を検討するため，ロバスト分散を用いたポアソン回帰分析を実施した。

結果 9,201人（回答率43.2）から有効回答を得た。ICT 機器利用者は，70歳未満では95程度

以上，80歳以上では女性66.7，男性70.6であった。ICT 機器利用者の災害時に想定される

情報収集手段は，インターネット検索を選択した者は，女性では60歳未満，男性では70歳未満

の70以上であったが，80歳以上の女性では7.8と低かった。インターネットを介した情報

収集手段に関連する人口統計学的要因は，インターネット検索では，女性，世帯収入が高い

者，教育年数が長い者，配偶者がいない者で選択する者が多く，同居者がいる者や高年層，と

くに高齢女性では少なかった。緊急速報メールを選択した者は，女性，教育年数が長い者で多

く，高年層，配偶者がいない者では少なかった。行政ホームページを選択した者は，女性，教

育年数が長い者で多く，同居者がいない者，配偶者がいない者や高年層，とくに高齢女性で少

なかった。

結論 ICT 機器利用者における災害時に想定される情報収集手段は性や年齢階級により異なるこ

とが示され，インターネットを介した情報収集手段に関連する要因は情報収集手段によって異

なることが示唆された。
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 緒 言

地震や台風といった自然災害の発生時には，発災

直後における避難場所および被害状況に関する情報

や復旧期における自身の健康に関わる情報を，信頼

性の高い情報源から迅速に収集することが重要であ

る。適切な情報を得ることによって，個人の状況に

応じた予防行動を講じることができ1)，健康被害の

発生を軽減することができる2)。

これらの情報を把握する手段として，人を介した

情報収集と，地上波放送（テレビ）や情報通信技術

（Information and Communication Technology: ICT）

機器を利用した情報収集が挙げられる3)。家族や友
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人・近隣住民からの口コミといった，人を介した情

報収集は，情報の信頼性が低く，幅広い情報を迅速

に収集する必要がある自然災害時においては有効な

手段ではないとされている4)。一方，テレビや ICT

機器を用いたインターネット検索などは，即時性の

高い情報収集手段であるため，迅速かつ的確な情報

を得ることができる。2016年 4 月16日に発生した熊

本地震の被災者においても，テレビやインターネッ

トからの情報収集は震災時に有効な手段として広く

活用された4)。これらの情報収集手段は，種類に

よって特徴がある。「熊本地震における ICT 利活用

状況に関する調査」では，各手段を迅速性，正確

性，安定性，地域情報，地域外情報，情報量，希少

性の観点から評価している4)。テレビは，すべての

指標の評価が高く，とくに地域外情報を含めた情報

量の多さに対する評価が高い。しかし，災害時は，

必ずしもテレビを視聴できる環境ではないという短

所がある5)。熊本地震被災時に情報収集のためにテ

レビを利用した者は，発災時（災害発生後24時間以

内）よりも応急対応期（発災から数日間）および復

旧期（応急対応期後から2016年 5 月31日まで）に多

かったことが報告されている4)。インターネットを

介した情報収集手段において，インターネット検索

はテレビと類似した評価であるが，個別化された詳

細な情報を検索することができるため，希少性に対

する評価が高い。しかし，信頼性の低い情報も含ま

れているため，情報の正確性を欠くという短所があ

る。インターネット検索においても，発災時よりも

復旧期に利用する者が多いと報告されている4)。緊

急速報メールは迅速性の評価が著しく高く6)，発災

時に利用する者が多い4)。行政機関のホームページ

は，避難場所，ライフラインや施設の復旧見通し，

医療機関に関する情報など，地域の情報や正確性の

評価が高く，発災時よりも復旧期の利用者が多

い3,4)。このような多様な手段，とくに ICT 機器を

用いてインターネットを介した情報を活用すること

で，迅速に多様な情報を得ることができる。その結

果，適切な予防行動につながり，健康被害を最小限

に抑えられる可能性がある。

ICT 機器利用者の割合は，日本全国における年

齢階級別の結果が報告されているが6)，地域ごとの

性別・年齢階級別での ICT 機器利用者の割合につ

いては明らかにされていない。生活様式が異なる都

市部と地方では，ICT 機器の利活用についても大

きな差があると考えられるため，都市部における

ICT 機器の利用状況を明らかにする必要がある。

また，インターネット利用者の割合においては，近

年，中高年者の ICT 機器の利用が広まっているも

のの7)，電話やメールを送信するためだけに ICT 機

器を使用している可能性があり8)，ICT 機器利用者

の中には災害時の危機的状況にインターネットを介

した情報収集を選択しない者もいると考えられる。

したがって，自然災害時の情報収集手段を把握する

ために，ICT 機器利用者において，どの程度の割

合が緊急時にインターネットを介した情報収集をす

るか明らかにすることには意義がある。そして，ど

のような属性の住民が，自然災害時にインターネッ

トから情報を収集することを想定しているかを明ら

かにすることで，ICT 機器やインターネットの利

用についての支援が必要となる集団を特定すること

ができ，自然災害時に迅速かつ有効な情報伝達をす

るための対策構築に寄与することができる。

災害時に利用する情報収集手段は，被災地域を対

象に調査をしなければ明らかにできない。しかし，

災害発生前に有用だと考えていた手段と災害時に利

用する手段の一致度は高いことが報告されている

（R2＝0.64)3)。したがって，被災地域以外において

は，自然災害時に想定される情報収集手段を把握す

ることで，災害時に用いられる手段を推測すること

ができる。

そこで本研究では，性別・年齢階級別の ICT 機

器利用者の割合を示し，ICT 機器利用者における

自然災害時に想定される情報収集の特徴を明らかに

すること，インターネットを介した情報収集手段に

関連する人口統計学的要因を解明することを目的と

した。

 研 究 方 法

. 研究デザインならびに研究対象者

本研究は，東京都府中市の住民を対象とした現在

進行中の縦断研究における2019年（第 2 期）調査の

データを用いて解析を行った。

調査対象地域である東京都府中市の人口は

259,473人，高齢化率21.8の都市である（2019年 4

月現在）。府中市の南端には多摩川が流れており，

川が氾濫することで浸水等の大きな被害をもたらす

可能性がある。本研究の調査対象者は，2016年（第

1 期）調査に回答し，2019年 4 月15日時点で府中市

に居住していた3,423人に加え，同時点で18歳以上

であった府中市民を住民基本台帳から無作為抽出し

た。対象者の抽出においては，若年層（1839歳），

中年層（4064歳），高年層（65歳以上）の各世代か

ら層化ランダムサンプリングを行った。対象者本人

から調査票の回答を得るため，外国籍である者，病

院に入院中の者，介護施設入居者，要介護 4・5 の

認定を受けている者は調査対象者から除外した。各
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世代から3,000人程度の標本を確保するために，若

年層は9,167人（うち，第 1 期調査回答者482人），

中年層は6,772人（うち，第 1 期調査回答者1,571

人），高年層は5,361人（うち，第 1 期調査回答者

1,370人）を抽出した。これらを合計し，最終的な

調査対象者数は21,300人となった。なお，対象者の

抽出，調査 ID と個人情報を連結するための対応表

の作成および保管は自治体職員が行い，個人 ID の

みが印字された調査票を調査委託会社から対象者に

発送した。著者らは個人情報の収集・保有はせず，

氏名，生年月日，住所等の個人が特定できる情報が

含まれていない状態でデータの提供を受けた。

. 調査方法

2019年 9 月に，対象者に対し自己記入式の調査票

を郵送にて送付し，調査票は回答後に府中市役所に

返送してもらった。回答率を高めるため，回収期限

の 2 週間前に再依頼状を送付し，回答を促した。調

査票を返送した者のうち，調査 ID と連結できた者

を有効回答者とした。

. 調査項目

1) ICT 機器の利用状況

情報通信機器の利用状況については，インター

ネットを利用する機器であるパソコン，スマート

フォン，タブレット端末，携帯電話の利用状況を評

価した。対象者は「インターネットの使用につい

て，以下の機器を利用していますか。」という質問

に対し，「パソコン」，「スマートフォン」，「タブレッ

ト端末」，「携帯電話」，「いずれの機器も持っていな

い，または使っていない」の中から該当するものを

すべて選択して回答した。

いずれの機器も持っていない，または使っていな

いと回答した者は，ICT 機器不利用者，一つでも

利用していると回答した者を ICT 機器利用者と判

定した。

2) 自然災害時における情報収集手段

本研究の対象地域は大規模自然災害の被災地域で

はないため，災害時に想定される情報収集手段を調

査した。情報収集手段の評価のため，「自然災害等，

生活に大きな影響を与える健康危機発生時は正しい

情報を得て，適切な行動を取ることが重要です。健

康危機に関連する情報の入手手段にはどのようなも

のを想定していますか」と質問し，対象者は以下の

選択肢から該当するものを全て選択して回答した

（テレビ，ラジオ，インターネット検索，緊急速報

メール・エリアメール，防災行政無線，行政機関の

ホームページ・配信メールサービス・公式ツイッ

ター，近隣住民，家族，友人）。

また，情報通信白書にならい3)，インターネット

検索，緊急速報メール・エリアメール，行政機関の

ホームページ・配信メールサービス・公式ツイッ

ターを「インターネットを介した情報収集手段」と

定義した。

なお，本尺度については信頼性および妥当性は検

証されていない。

3) 人口統計学的要因

性と年齢については，住民基本台帳から情報を得

た。年齢は1829歳，3039歳，4049歳，5059歳，

6069歳，7079歳，80歳代以上に分類した。

世帯年収，教育年数，居住形態，婚姻状態につい

ては，自記式調査票から情報を得た。世帯年収は，

答えたくない，100万円未満，100200万円未満，

200300万円未満，300500万円未満，5001,000万

円未満，1,000万円以上から回答を選択してもらっ

た。回答の分布状況から，答えたくない，200万円

未満，200500万円未満，5001,000万円未満，

1,000万円以上に分類した。教育年数は，9 年以下，

1012年，13年以上で回答を得た。居住形態は同居

者の有無を問い，一人暮らしを選択した者を一人暮

らし，非選択者を同居者ありに分類した。婚姻状態

は配偶者あり，死別，離別，未婚で回答を得て，配

偶者ありと配偶者なしに分類した。

. 統計解析

本研究では，ICT 機器利用者における自然災害

時に想定される情報収集手段を明らかにすることを

目的としていたため，ICT 機器利用については，

有効回答者全員を対象に解析を行い，災害時に想定

される情報収集手段については，ICT 機器利用者

のみを解析対象者とした。なお，各解析において，

解析モデルに投入する変数に欠測がある者は除外し

て解析を実施した。したがって，統計解析によって

解析対象者数が異なる。

回答者と未回答者の基本属性の違いについて，性

別および年齢階級別での回答率を示し，カイ二乗検

定を実施して，回答率の性差ならびに年齢階級差を

検討した。

また，ICT 機器利用者の割合について，先行論

文で報告している内容をより詳細に再分析した。先

行論文では，同じデータセットを用いて各世代（18

39歳，4064歳，65歳以上）における ICT 機器利用

者の割合を報告しているのに対し9)，本研究では，

性および年齢階級別に ICT 機器の種類ごとの利用

割合を算出した。

ICT 機器利用状況の性および年齢階級差の検討

において，ロバスト分散を用いたポアソン回帰分析

を実施し，Prevalence ratio (PR）を算出した10)。

解析モデルには，パソコン，スマートフォン，タブ
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表 有効回答者と未回答者・無効回答者の基本属

性の比較（n＝21,300）

有効回答者

（n＝9,201: 43.2)

未回答者

無効回答者

（n＝12,099: 56.8)

群間差

n  n  P 値

性別

女性 5,203 48.5 5,518 51.5 ＜0.001

男性 3,998 37.8 6,581 62.2

年齢階級

1829歳 1,112 22.9 3,751 77.1 ＜0.001

3039歳 1,457 33.9 2,847 66.1

4049歳 1,243 40.8 1,807 59.2

5059歳 1,267 47.4 1,405 52.6

6069歳 1,438 60.5 940 39.5

7079歳 1,758 69.9 758 30.1

80歳以上 926 61.0 591 39.0

※各カテゴリーの該当人数と割合を示した。割合は，

行で100になるように計算した。群間差について

は，カイ二乗検定により検討した。
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レット端末，携帯電話，ICT 機器の利用を目的変

数，性の単変量，年齢階級の単変量，年齢階級の 2

次項，性と年齢階級の交互作用項を説明変数として

投入した。

インターネットを介した情報収集手段は，各手段

の迅速性や情報の正確性についての評価は異なり，

収集される情報の種類も異なることが予想され

た4)。したがって，インターネットを介した情報収

集手段と人口統計学的要因との関連の検討において

は，各手段の該当の有無を目的変数，性の単変量，

年齢階級の単変量，年齢階級の 2 次項，性と年齢階

級の交互作用項，世帯収入，教育年数，居住形態，

婚姻状態を説明変数とした，ロバスト分散を用いた

ポアソン回帰分析を実施した。

統計解析は R 3.6.3 for Windows (The R Project

for Statistical Computing）を用いて実施した。有意

水準は 5未満とし，両側検定とした。

. 倫理的配慮

調査票の表紙には，回答は任意であり，強制する

ものではないこと，得られたデータは個人の名前と

切り離して統計的に処理し，研究目的および自治体

の施策評価の目的以外では使用しないことを明示し

た。また，住民基本台帳から情報を得て対象者を抽

出したことなど，調査方法を記した依頼書を同封し

た。なお，本研究の研究計画については，東京都健

康長寿医療センターの研究部門倫理審査の審査・承

認を得た上で実施した（承認年月日2019年 6 月20

日）。

 研 究 結 果

調査対象者である21,300人のうち，9,250人から

回答を得た（回答率43.4）。このうち49人にお

いては，調査票の ID が印字された部分の塗りつぶ

しや切り取りにより，ID が判別できなかった。そ

のため，調査票の回答内容と住民基本台帳の情報を

紐づけできず，解析から除外した。残った9,201人

を解析対象者とした（有効回答率43.2）。また，

ICT 機器利用状況において欠測があった者は453人

（5.0）であり，年齢階級が高い者では欠測率が高

く，80歳以上では対象者の20が欠測していた。イ

ンターネットを介した情報収集手段の関連要因の検

討において欠測があった者は461人（5.7）であっ

た。

性別・年齢階級別の有効回答率を表 1 に示す。性

別においては，女性は男性よりも回答率が高かった

（女性48.5，男性37.8，P＜0.001）。年齢階

級においては，60歳以上では有効回答率が60を超

えていたのに対し，30歳未満では30未満であり，

回答率には年齢階級差が認められた（P＜0.001）

（表 1）。

性別・年齢階級別の各 ICT 機器の利用者の割合

を図 1 に示す。ICT 機器利用者の割合は，男女と

もに70歳未満では95程度以上であり，80歳以上で

は女性66.7，男性70.6と最も低く，若年層より

も高年層で利用割合が低いことが示された（P＝

0.002）。パソコンについては，男女ともに40歳代で

利用割合が最も多く（女性71.0，男性80.4），

80歳以上で最も低いことが示された（女性

11.6，男性35.8）。女性および高齢者で低く

（それぞれ P＝0.001, P＜0.001），若年層と高年層の

利用割合の差は女性の方が大きいことが示された

（P＜0.001）。スマートフォンにおいては，男女とも

に50歳未満では90以上がスマートフォンを利用し

ており， 80歳以上では最も低かった（女性

15.0，男性20.5）。利用者は女性（P＝0.02），

高年層（P＜0.001）で少なく，若年層と高年層の差

は女性の方が大きいことが示された（P＝0.01）。タ

ブレット端末については，40歳代の利用者の割合が

最も高く（女性33.1，男性40.7），80歳代

で最も低かった（女性3.4，男性8.9）。女

性（P＝0.02），高年層の利用割合が低かった（P＜

0.001）。携帯電話については，女性および高年層の

利用者の割合が高く，若年層と高年層の利用割合の

差は女性の方が大きいことが示された（いずれも P
＜0.001）（図 1）。
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図 性別・年代別での ICT 機器の利用状況（n＝8,748）

性別・年齢階級別での各機器利用率を示し，ロバスト分散を用いたポアソン回帰分析を実施した。
性†P＜0.05, ††P＜0.01,†††P＜0.001，年齢階級P＜0.05, P＜0.01, P＜0.001
性と年齢階級の交互作用#P＜0.05, ##P＜0.01, ###P＜0.001
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表 インターネットを利用した情報収集手段と人口統計学的要因との関連（n＝7,708)

インターネット検索
緊急速報メール

エリアメール

行政ホームページ

配信メールサービス

公式ツイッター

PR 95CI PR 95CI PR 95CI

性（男性） 1.14 1.08, 1.21 1.13 1.03, 1.24 1.89 1.53, 2.33

年齢階級（1829歳） 1.43 1.35, 1.52 1.35 1.26, 1.46 1.61 1.37, 1.90

年齢階級の 2 次項（1829歳） 0.95 0.94, 0.95 0.95 0.94, 0.96 0.95 0.93, 0.96

性と年齢階級の交互作用項 0.92 0.90, 0.94 1.01 0.98, 1.03 0.92 0.87, 0.97

世帯収入（答えたくない） 1.03 1.02, 1.04 1.01 0.99, 1.02 0.98 0.95, 1.01

教育年数（9 年以下） 1.28 1.23, 1.32 1.07 1.03, 1.11 1.34 1.23, 1.46

居住形態（同居者あり） 0.92 0.88, 0.97 1.01 0.94, 1.08 0.79 0.67, 0.93

婚姻状態（配偶者あり） 1.05 1.01, 1.09 0.88 0.84, 0.93 0.77 0.68, 0.87

PRPrevalence ratio，95CI95信頼区間

※ロバスト分散を用いたポアソン回帰分析を実施した。（ )内は Reference となるカテゴリーを示す。各変数のカテ

ゴリーは以下の通りである。性（男性，女性），年齢階級（1829歳，3039歳，4049歳，5059歳，6069歳，70

79歳，80歳以上），世帯収入（答えたくない，200万円未満，200500万円未満，5001,000万円未満，1,000万円以

上），教育年数（9 年以下，1012年，13年以上），居住形態（同居者あり，一人暮らし），婚姻状態（配偶者あり，

死別/離別/未婚）
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ICT 機器利用者における性別および年齢階級別

での自然災害時に想定される情報収集手段と順位を

表 2 に示す。いずれの群においても，テレビを自然

災害時の情報収集手段と回答する者の割合は80程

度以上であり，上位の情報収集手段であった。イン

ターネット検索によって情報収集をする者は，女性

では60歳未満，男性では70歳未満の70以上が該当

し，上位の手段であったのに対し，年齢階級が高い

層ではその割合は低いことが示され，80歳以上の女

性では7.8であり，最も順位が低かった。緊急速

報メール・エリアメールは70歳以上では中位であっ

たが，70歳未満では上位を占めていた。ラジオは，

高年層の男性では上位であったが，その他の年齢階

級では中位であった。行政機関のホームページ・配

信メールサービス・公式ツイッターは40歳代では中

位であったが，その他の世代では下位であった。家

族と回答した者の割合が高く，若年層や高年層では

上位，中年層では中位であった。また，高年層の女

性においては，近隣住民と回答する者の割合が高く，

3 番目に多い情報収集手段であった（表 2）。

自然災害時に想定されるインターネットを介した

情報収集手段と人口統計学的要因との関連を表 3 に

示す。インターネット検索を選択した者は全体の

66.8であり，女性（PR[95 CI] : 1.14[1.08,

1.21]），世帯収入が高い者（1.03[1.02, 1.04]），教

育年数が長い者（1.28[1.23, 1.32]），配偶者がいな

い者（1.05[1.01, 1.09]）で多く，同居者がいない

者（ 0.92 [ 0.88, 0.97 ]）や高年層（ 1 次項 1.43

[1.35, 1.52］，2 次項0.95[0.94, 0.95]），とくに高

齢女性で少ないことが示された（ 0.92 [ 0.90,

0.94]）。緊急速報メール・エリアメールを選択した

者は全体の58.9であり，女性（1.13[1.03, 1.24]），

教育年数が長い者（1.07[1.03, 1.11]）で多く，配

偶者がいない者（0.88[0.84, 0.93]），高年層（1次

項1.35[1.26, 1.46］，2 次項0.95[0.94, 0.96]），

では少なかった。行政ホームページ・配信メール

サービス・公式ツイッターを選択した者は全体の

24.1であり，女性（1.89[1.53, 2.33]），教育年数

が長い者（1.34[1.23, 1.46]）で多く，同居者がい

ない者（0.79[0.67, 0.93]），配偶者がいない者

（0.77[0.68, 0.87]），高年層（1 次項1.61[1.37,

1.90］，2 次項0.95[0.93, 0.96]），とくに高齢女性

で少なかった（0.92[0.87, 0.97]）（表 3）。

 考 察

本研究では，都市部在住の住民を対象とした郵送

調査を実施し，性別と年齢階級別での ICT 機器の

利用状況を検討するとともに，ICT 機器利用者に

おける自然災害時に想定される情報収集手段を検討

した。その結果，70歳以上の高年層の ICT 機器利

用者の割合は，若年層や中年層よりも低いことが示

された。また，インターネットを介した情報収集手

段は人口統計学的要因と関連していたが，関連性を

示す要因は情報収集手段によって異なることが示唆

された。

本調査の対象集団においては，ICT 機器の利用

者の割合が全国平均よりも高く6)，70歳未満では，

対象者の95程度以上がいずれかの ICT 機器を利



895895第68巻 日本公衛誌 第12号2021年12月15日

用していた。80歳以上の高齢者においても，66.7

の女性，70.6の男性が ICT 機器を利用してい

た。東京都民における全世代の ICT 機器の利用割

合は全国でも上位であり6)，大都市圏ほど高いこと

から11)，本調査の高年層においても ICT 機器利用

者が多かったと推察された。このような差が生じる

理由の一つとして，都市部における高齢者の単独世

帯や夫婦のみの世帯の割合が地方よりも高いことが

影響していると考えられる12)。高齢者が ICT 機器

を新たに使用する主な動機は，「家族や友人とつな

がること」であるため13)，別居家族との連絡手段と

して ICT 機器を利用することが，都市部在住の高

年層の利用者割合を高めている可能性が考えられた。

ICT 機器の種類によって，利用者の割合に性

差，年齢階級差，性と年齢階級の交互作用が認めら

れた。デジタルネイティブ世代である若年層やその

親世代である中年層では，コミュニケーションツー

ルとしてスマートフォンを日常的に使用する機会が

多いのに対し，高年層，とくに高齢女性においては

携帯電話を利用している者が多かった。家族や友人

との通話やメールを送信するだけであれば，携帯電

話でも行うことができるため，携帯電話を利用する

高年層においては，機能性の高いスマートフォンを

所有する必要性は低いと感じ，携帯電話を主に使用

しているのかもしれない12)。また，高年層は他者と

の交流において，オンライン上の非対面交流には抵

抗感を示す傾向がある14)。そのため，ソーシャルメ

ディアなどのインターネット上のサービスを利用す

るためにパソコンやスマートフォンを利用しようと

する者は，若年層や中年層と比較して少ないのかも

しれない。このような利用端末の違いは，インター

ネット利用に影響する可能性が考えられる。高年層

のスマートフォン利用者は年々増加しているもの

の6)，高年層のインターネット接続端末は携帯電話

の割合が高い。スマートフォンは，機能性が高く，

移動しながらのインターネット接続やコミュニケー

ションを取ることが可能であるが，携帯電話はイン

ターネット機能が限定されるといった制限があ

る3)。したがって，高年層におけるインターネット

の利用環境は，若年層や中年層と比較すると，十分

には整っていないことが推察された。

ICT 機器利用者の自然災害発生時に想定される

情報収集手段として，近隣住民から情報収集をする

と回答した者の割合は，若年層では低いのに対し，

高年層では上位の情報収集手段であることが示され

た。先行研究において，ソーシャルサポートやソー

シャルキャピタルは若年層よりも高年層の方が高い

と報告されている15)。したがって，通常時において

心配事の相談をするなどの情緒的サポートやちょっ

とした手助けをしてもらうといった手段的サポート

の授受が，若年層よりも高年層で多く行われてお

り，自然災害時の危機的状況においても，近隣住民

からの情報提供は高年層にとって重要な情報収集手

段として想定していたのかもしれない。

インターネットを介した情報収集手段において

は，人口統計学的要因との関連が認められた。通常

時のインターネット利用の関連要因を検討した先行

研究においても，同様の結果が報告されている。通

信利用動向調査では，性別，年齢階級別のインター

ネット利用者の割合は若年層よりも高年層で低く，

60歳以上では女性よりも男性の方が高いと報告され

ており，本研究の結果を支持するものであった6)。

また，ドイツの75歳以上の高齢者を対象にインター

ネット利用者の特性を検討した研究では，年齢が若

い者，男性，教育年数が長い者でインターネット利

用者の割合が高いことを報告している16)。自然災害

時，とくに発災直後においては迅速に情報を収集し

て避難場所に移動する必要があるため，通常時の情

報収集手段とは異なり，より迅速性を重視した情報

収集手段が選択されると予想される。しかし，災害

発生から時間が経過するにつれて，情報の迅速性よ

りも信頼性や正確性が重視されるようになるため，

災害時の復旧期においては通常時に用いている情報

収集手段の活用を想定していたのかもしれない。本

研究では災害のフェーズごとに想定される情報収集

手段を調査できなかったことから，上述について明

らかにすることはできない。したがって，今後の研

究によって詳細に検討することが求められる。

インターネットを介した情報収集手段は，その種

類によって関連する人口統計学的要因が異なること

が示唆された。インターネット検索を選択する者で

は，女性，世帯収入が高い者，教育年数が長い者，

配偶者がいない者で多く，同居者がいない者や高年

層，とくに高齢女性で少なかった。通常時のイン

ターネット検索においては，e ヘルスリテラシーが

関与している可能性が考えられる17)。e ヘルスリテ

ラシーとは，インターネット上の健康情報を適切に

検索し，評価し，活用するための能力を指す18)。e

ヘルスリテラシーが高い者は若年層19,20)，女

性19,20)，教育年数および世帯年収が高い者に多

い21)。発災直後の避難が必要となる場面において

は，通常時の情報収集手段を当てはめることができ

ないが，応急対応期以降におけるインターネット検

索においては，通常時から使い慣れている情報収集

手段が選択される可能性があるため，復旧期でのイ

ンターネット検索を用いた情報収集と人口統計学的
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要因の関連には e ヘルスリテラシーが一部関与して

いるのかもしれない。また，同居者がいる者におい

てインターネット検索を選択する者が多いのは，通

常時のインターネット検索における周囲からのサ

ポートを得られやすいことが関係していると考えら

れる。先行研究において，インターネットを新たに

利用するようになるには周囲に機器の使い方を相談

できる環境にあることが重要であるとされてお

り13)，高齢者がインターネット検索を利用するには

家族や友人からの支援が必要である22)。したがっ

て，一人暮らしの者よりも同居者がいる者では，イ

ンターネットを利用して情報収集をすることへの障

壁を軽減され，災害時においても利用することを想

定する者が多いと推察された。

緊急速報メールやエリアメールを選択する者は，

女性，教育年数が長い者で多く，高年層，配偶者が

いない者では少なかった。しかし，インターネット

検索や行政ホームページと比較して人口統計学的要

因との関連は小さいことが示唆された。これは，エ

リアメールや緊急速報メールは登録などの事前手続

きを必要とせず，発災時に自動的に利用端末に情報

が届くため，他のインターネットを介した情報収集

手段の活用を想定していない者であっても，緊急速

報メールは活用できると想定していたのかもしれな

い。しかし，緊急速報メールが届いていることを認

識していても，情報を参照できなかったり，活用で

きない者も存在する可能性がある。そのため，緊急

時の情報収集に利用することを想定していない層に

対しては，活用方法などの情報提供の支援が重要で

あると推察された。

行政ホームページ・配信メールサービス・公式ツ

イッターを選択する者は，女性，教育年数が長い者

で多く，高年層，同居者がいない者，配偶者がいな

い者では少なかった。これは，通常時からインター

ネットを利用しているかということに加え，通常時

に地域施設や行政サービスなどを利用する機会が多

い者ほど緊急時の情報収集手段として行政機関の

ホームページを想定している可能性が考えられた。

子育て支援などの行政サービスやコミュニティーセ

ンター等の地域施設の利用者は，女性，教育年数が

長い者，同居者および配偶者がいる者に多い23)。行

政サービスや地域施設を日常的に利用し，インター

ネットを利用する環境が整備されている者において

は，自治体からの情報を行政ホームページ等から取

得しており，自然災害時の応急対応期や復旧期にお

いても，これらの手段を利用することを想定してい

たのかもしれない。

本研究の結果については，いくつかの限界点があ

る。1 点目は，調査の有効回答率が43.2であり，

回答者に偏りが生じている可能性がある。若年層や

男性に未回答者が多いことが示され，これらの層に

おいては，住民調査の内容に関心のある者が調査に

協力し，ICT 機器を利用する者の割合や情報収集

手段数を過大評価した可能性を否定することができ

ない。また，欠測率においては，ICT 機器利用率

で欠測があった者は年齢階級が高い者で多かったた

め，高年層の ICT 機器利用においては，利用割合

を過大評価した可能性がある。一方，インターネッ

トを介した情報収集手段の関連要因の検討において

は，背景要因による回答率に大きな差（＞10）は

なかったため，欠測によるバイアスは小さいと考え

られる。2 点目は，自然災害時の情報収集手段につ

いて，ある手段を活用すると回答した者において

も，活用の程度にバラツキが生じていた可能性があ

る。たとえば，インターネットを介した情報活用に

は能動的な情報探索，情報の吟味，活用が含まれる

が18)，インターネットを活用すると回答した者にお

いて，活用のレベルに差があっても本研究ではその

違いについては明らかにできなかった。自然災害時

の情報収集手段に関する標準化された評価尺度がな

いため，本研究では，質問文の冒頭に災害時の情報

収集に関する説明を提示した。これにより，対象者

の回答を誘導し，バイアスを生じさせた可能性を否

定できない。また，本研究で調査した情報収集手段

の項目において，近年の重要な情報収集手段である

ソーシャルメディアを含めていなかったことから，

今後の調査において検討することが求められる。そ

して，本研究では，想定される手段を調査してお

り，自然災害時に実際に使用する手段については調

査できていない。したがって，両者の情報収集手段

には差異が生じる可能性があるため，結果の解釈に

は注意が必要である。3 点目は，本研究では一自治

体の地域住民における ICT 機器利用状況を検討し

ているため，異なる地域特性を有する地域への本知

見の外的妥当性は高いとはいえない。今後の研究に

おいては，複数自治体を対象とした調査の実施が求

められる。

 結 語

本研究では，18歳から97歳という幅広い年齢の地

域住民から回答を得て，性別および年齢階級別の

ICT 機器の利用状況ならびに ICT 機器利用者にお

ける自然災害時に想定される情報収集手段を明らか

にした。そして，ICT 機器利用者の割合や利用端

末には年齢階級差ならびに性差があり，高年層では

携帯電話を利用する者が多く，インターネット環境
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は若年層や中年層と比較して十分に整っていないこ

とが示唆された。また，ICT 機器利用者におい

て，高齢女性，世帯収入が低い，教育年数が低い，

一人暮らしの者では自然災害時にインターネットを

介した情報収集を想定していない者が多いことが示

唆された。自然災害時においては，人を介した情報

収集だけでなく多様な情報媒体から的確な情報を収

集して行動することが重要である。上述の集団に対

し，ICT 機器を活用できるように支援すること

で，多様な情報源から情報を得られ，自然災害時に

おける健康被害を軽減できる可能性が考えられる。

本調査に多大なるご協力をいただきました府中市の各

部署の担当者の皆様，ならびに本研究にご参加いただい

た地域住民の皆様に深く感謝申し上げます。
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Information tools commonly used during a natural disaster among information and

communication technology device users
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son, natural disaster

Objective During a natural disaster, accessing appropriate information is essential to reduce damage to

health. Information and community technology (ICT) devices can help in obtaining information.

This study aimed to identify the characteristics of information tools commonly used by ICT device

users during a natural disaster, and identify associations between sociodemographic factors and In-

ternet-based information tools.

Methods In 2019, 21,300 adults aged 18 years and above living in Fuchu city, Tokyo, were enrolled in our

survey. Participants were asked which ICT devices (computer, smartphone, tablet, or mobile

phone) they used. Those who used at least one device were classiˆed as ICT device users. To evalu-

ate the information tools commonly used during a natural disaster, participants were asked to select

information resources they would use from a list provided (television, radio, Internet search, alert

mail, administrative radio system, local government website, neighborhood, family, and friends).

We classiˆed Internet search, alert mail, and local government website as Internet-based tools. A

Poisson regression model with robust variance was used to assess sex and age diŠerences among ICT

device users and clarify associations between sociodemographic factors and the use of Internet-based

information tools.

Results The respondents were 9,201 adults (response rate: 43.2). Among the ICT device users, more

than 95 were below 70 years. Moreover, 66.7 of women and 70.6 of men were 80 years or

above. More than 80 preferred television to get information during a natural disaster. Over 70

of women below 60 years and men below 70 years preferred to use an Internet search, compared

with 7.8 of women aged 80 years or above. Those who selected Internet search were more likely to

be women, have a high household income and high educational attainment, be widowed/divorced/

single, and be less likely to live alone or be older adults (especially older women). Participants who

selected alert mail were more likely to be women and have high educational attainment, and less

likely to be widowed/divorced/single and older adults. Those who selected government websites

were more likely to be women, have high educational attainment and be widowed/divorced/single,

and less likely to live alone, be widowed/divorced/single, and be older adults (especially older wo-

men).

Conclusion There were diŠerences by sex and age in information tools selected for use during a natural dis-

aster among ICT device users. Sociodemographic factors were associated with Internet-based tools,

and use diŠered by type of information tool.
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